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 我が国として民間企業・大学等が複数年度にわたって大胆に研究開発に
取り組めるよう、新たな基金を創設し、民間企業・大学等による先端技術
開発、技術実証、商業化を強力に支援。

 速やかに総額１兆円規模の支援を行うことを目指すとともに、民間投資や宇宙実証の加速、国際競争力につなが
る特色ある技術の獲得・活用、産業の集積等を促進する観点から支援を実施。
（今後、実施課題のステージゲート審査を踏まえ、我が国の勝ち筋となる技術開発への集中的な支援も推進）
 加えて、政府によるアンカーテナンシーを確保し、民間企業の事業展開の好循環を実現。

「日本成長戦略」（2026年７月21日閣議決定）
JAXAの技術基盤・人的資源強化、速やかな１兆円支援を目指す宇宙戦略基金等に加え、自律性強化・市場拡大の取組を強化する。
「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）」（2026年７月21日閣議決定）
宇宙分野では、「宇宙基本計画」及び「宇宙技術戦略」に基づき、宇宙戦略基金、準天頂衛星、JAXAの施設設備整備を推進する。

内閣府 経済産業省
文部科学省 総務省

宇宙航空
研究開発機構

民間企業、スタートアップ、
大学・国研等

【事業全体の目標（3Goals）】
○ 宇宙関連市場の拡大（2030年代早期に４兆円⇒８兆円 等）

宇宙関連市場の開拓や市場での競争力強化を目指した技術開発を支援
○ 宇宙を利用した地球規模・社会課題解決への貢献
 社会的利益の創出等を目指した技術開発を支援
○ 宇宙における知の探究活動の深化・基盤技術力の強化

革新的な将来技術の創出等に繋がる研究開発を支援

＜本制度のスキーム＞

輸送

衛星等 探査等

支援分野
(3Areas)

基金造成 委託・
補助金交付

令和5年度補正予算3,000億円（文科省1,500億円、経産省1,260億円、総務省240億円）
令和6年度補正予算3,000億円（文科省1,550億円、経産省1,000億円、総務省450億円）
令和7年度補正予算2,000億円（文科省xxx億円、経産省xxx億円、総務省xxx億円）宇宙戦略基金

令和5年度補正予算3,000億円
（文科省1,500億円、経産省1,260億円、総務省240億円）
令和6年度補正予算3,000億円
（文科省1,550億円、経産省1,000億円、総務省450億円）
令和7年度補正予算2,000億円
（文科省950億円、経産省740億円、総務省310億円）
令和9年度概算要求1,286億円
（文科省556億円、経産省330億円、総務省401億円）
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2
内閣府

（事業全体の制度設計、宇宙技術戦略のローリング等）

文部科学省
（宇宙開発利用分野における先端・基盤技術開発等の推進）

経済産業省
（事業化に向けた研究開発の支援を通じた宇宙関連産業の振興）

総務省
（宇宙分野における情報通信技術の開発・利用促進）

※以下、技術開発テーマ毎に定める。 目的・概要
 目標、技術開発の方向性
 技術開発テーマの設定や目標の考え方
 技術開発の実施方法（支援対象、対象経費、
支援期間、支援の形態、支援の類型、技術開
発課題選定の観点、技術開発実施体制、知
的財産等の取扱い、政府調達の推進等）

 技術開発マネジメント（運営体制、ステージ
ゲート評価等、技術開発成果の発信 等）

 経済安全保障上の配慮

 技術開発テーマ名
 テーマの目標（出口目標、成果目標）
 技術開発実施内容
 技術開発実施体制（対象事業機関に対する
要件等）

 支援の方法（支援期間、支援規模、支援件数、
自己負担の考え方等）

 審査・評価の観点（金融機関の評価等含む）
 技術開発マネジメント（ステージゲート評価の考
え方 等）

基本方針 実施方針

 事業全体の制度設計については「基本方針」、各技術開発テーマの目標、内容について「実施方針」においてその具
体的事項を示す。

 本事業の技術開発テーマの設定にあたっては宇宙技術戦略（「宇宙輸送」「衛星」「宇宙科学・探査」「分野共通
技術」）で抽出された技術項目を参照する。

 その上で、ＪＡＸＡ主体ではなく、民間企業・大学等が主体となることで、より効果的な技術開発の推進が図られる
テーマを、本事業の技術開発テーマとして設定する。

基本方針及び実施方針



 月や火星圏以遠への探査や人類の活動範囲の拡大に向けた我が国の国際プレゼンスを確保する
KPI:2030年代早期までに、国内の民間企業・大学等が月や火星圏以遠のミッション・プロジェクトに新たに10件以上参画。

 2030年以降のポストISSにおける我が国の民間事業者の事業を創出・拡大する。
KPI:2030年代早期までに、国内の民間企業等による地球低軌道を活用したビジネスを10件以上創出。

 また、これらの活動機会を活用し、太陽系科学・宇宙物理等の分野における優れた科学的成果の創出や、国際的
な大型計画への貢献にもつなげる。 3

 国内で開発された衛星や海外衛星、多様な打上げ需要に対応できる状況を見据え、低コスト構造の宇宙輸送シ
ステムを実現する。

     KPI:2030年代前半までに、基幹ロケット及び民間ロケットの国内打上げ能力を年間30件程度確保。
 そのための産業基盤を国内に構築し自立性及び自律性を確保するとともに、新たな宇宙輸送システムの実現に必

要な技術を獲得し我が国の国際競争力を底上げする。

 国内の民間事業者（スタートアップ含む）による小型～大型の衛星事業（通信、観測等）や軌道上サービス等
による国際競争力にもつながる自律的な衛星のシステムを実現する。
KPI:2030年代早期までに、国内の民間企業等による衛星システムを５件以上構築。

 そのための産業基盤を国内に構築し自立性及び自律性を確保するともに、革新的な衛星基盤技術の獲得により
我が国の国際競争力を底上げする。

 また、上記衛星を含む衛星システムの利用による市場を拡大する。
KPI:2030年代早期までに、国内の民間企業等による主要な通信・衛星データ利用サービスを国内外で新たに30件以上社会実装。

輸送

衛星等

探査等

技術開発の方向性【基本方針】
 事業全体の目標達成に向け、各分野において宇宙関連の他の施策との相乗効果を図りつつ、以下の方向性に沿っ
た技術開発を推進する。



 技術開発テーマの類型の別、技術成熟度や市場成熟度、実施者の規模を勘案し委託・補助の別や、補助率
上限を定める。

 また、技術成熟度の向上等による事業化リスクの低下に応じて、段階的に補助率を低減させること等により、早
期の自立化を促す。

TRLの目安 市場成熟度 実施者の規模 補助率上限 委託の有無

A 8～9
高

大企業 ２分の１

無し
中小企業・スタートアップ ３分の２

低
大企業 ３分の２

中小企業・スタートアップ ４分の３

B 5～7

高
大企業 ３分の２

有り

中小企業・スタートアップ
大学、国研等 1分の１

低
大企業 ４分の３

中小企業・スタートアップ
大学、国研等 1分の１

C 2～4 - - 1分の１ 有り

D - - - 1分の１ 有り
 「中小企業」とは、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第２条第１４項に規定する中小企業者（注）を指す。
 「スタートアップ」とは、原則設立 15 年以内の科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第２条第１４項に規定する中小企業者（注） 、J-Startup 又は

J-Startup 地域版選定スタートアップをいう。
 （注）なお、大企業の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）は除く（第一・二期技術開発テーマには遡及しない）。

【基本方針】
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技術開発の方向性【基本方針】



JAXAによる宇宙戦略基金の運営体制

 宇宙戦略基金事業の運営に伴い、JAXA内に宇宙戦略基金事業部を設置
 JAXA各部門・部・センター、外部有識者（PO・審査員）協力のもと、現状全65テーマの事業運営を実施

（第124回（令和８年９月28日）宇宙政策委員会 資料２より抜粋）
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 SG評価については、令和７年度末から順次開始されており、開始前にあたりSG評価の方向性を宇宙政策委員
会でも説明・審議（令和７年12月９日）し、下記の方向性に則って実施

 令和８年９月末時点で７課題実施済、令和８年度にかけて別途26課題を実施予定

ステージゲート(SG)評価について

（第124回（令和８年９月28日）宇宙政策委員会 資料２より抜粋）
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ステージゲート(SG)評価について

（第120回（令和７年12月９日）宇宙政策委員会 資料３より抜粋）
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ステージゲート(SG)評価について

（第120回（令和７年12月９日）宇宙政策委員会 資料３より抜粋）

8



執行状況について

 宇宙戦略基金の取組状況については、
 宇宙政策委員会（約四半期毎）による報告・審議【資料・模様を公開】
 新経済・財政再生計画改革工程表に基づく四半期毎の支出状況・基金残高等の公表
 基金シートによる執行見込等の公開を通じて、透明性ある運営となるよう留意して実施

宇宙政策委員会での経過報告 四半期毎の支出実績、残高等の公表

（文部科学省・経済産業省・総務省の 2026年度基金シート（宇宙戦略基金事業）及び 

令和８年度 四半期ごとの支出状況と基金残高等の公表（JAXA HPにて公表）を参照） 

 

 

補正予算措置額 

（単位：百万円） 

令和５年度補正予算 令和６年度補正予算 令和７年度補正予算 

文部科学省 150,000 155,000 95,000 

経済産業省 126,000 100,000 74,000 

総務省 24,000 45,000 31,000 

３省合計 300,000 300,000 200,000 

運用収入 

（単位：百万円） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度（見込） 

３省合計 596 4,494 4,340 

支出 合計額 

（単位：百万円） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度（見込） 

文部科学省 6,831 16,481 93,697 

経済産業省 5,730 12,915 59,043 

総務省 1,107 3,956 22,285 

合計 13,668 33,353 175,025 

当年度末基金残高 

（単位：百万円） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度（見込） 

文部科学省 298,468 379,261 287,690 

経済産業省 220,509 283,273 225,899 

総務省 67,949 95,533 73,793 

合計 586,926 758,067 587,382 

基金シートに基づく公表
（上記は予算計上３省合計分）
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【第１期】

【第２期】

担当省 技術開発テーマ数 採択数 支援上限額の総計 契約締結・交付決定済額の総計

総務省 4テーマ 5件 225億円 112億円（５件）
文部科学省 13テーマ 24件 1,439億円 989億円（24件）

経済産業省 5テーマ 26件 1,138億円 540億円（26件）

合計 22テーマ 55件 2,802億円 1,642億円（55件）

担当省 技術開発テーマ数 採択数 支援上限額の総計 契約締結・交付決定済額の総計

総務省 5テーマ 7件 444億円 293億円（７件）
文部科学省 13テーマ 63件 1,343億円 563億円（59件）

経済産業省 6テーマ 42件 719億円 456億円（32件）

合計 24テーマ 112件 2,506億円 1,313億円（98件）

※宇宙政策委員会（令和８年９月28日）資料より引用。金額は同日時点。

執行状況について



宇宙戦略基金による支援の全体イメージ
 宇宙技術戦略にも位置付けられているキー技術のうち、通信分野、輸送・射場分野、軌道上サービス分野、地球
低軌道分野等で投資を加速。 ●：第三期 ●：第二期 ●：第一期

衛星コンステレーションの構築に必要な通
信技術の実装支援

月・地球間通信
システム開発・実証FS

高精度衛星
編隊飛行技術

衛星サプライチェーン
構築のための部品・

コンポーネント開発・実証

高出力レーザの宇宙適用に
よる革新的衛星ライダー技術

大気突入・空力減速に係る
低コスト要素技術

低軌道自律飛行型
モジュールシステム技術

将来輸送に向けた
地上系基盤技術

SX研究開発拠点

宇宙機の環境試験の課題解決

宇宙転用・新産業シーズ創出拠点

固体モータ主要材料
量産化のための
技術開発

宇宙輸送システムの
統合航法装置の開発

高頻度打上げに資する
ロケット部品・コンポーネント

等の開発

スマート射場の
実現に向けた

基盤システム技術

衛星光通信の導入・活用拡大に向けた
端末間相互接続技術等の開発

高頻度物資回収
システム技術

衛星光通信の実装を見据えた衛星バス及
び光通信端末の開発及び製造に関する
フィージビリティスタディ

空間自在移動の
実現に向けた技術

国際競争力ある通信ペ
イロードに関する技術の

開発・実証

衛星通信と地上ネットワークの
統合運用の実現に向けた周波
数共用技術等の開発・実証

衛星データ利用システム海外
実証（FS）

地球環境衛星データ利用の
加速に向けた先端技術

船外利用
効率化技術

SX中核領域発展研究

有人宇宙輸送シス
テムにおける安全確
保の基盤技術

衛星光通信を活用した
データ中継サービスの実現に

向けた開発・実証

次世代地球
観測衛星に向けた

観測機能高度化技術

空間自在利用の実
現に向けた技術

月面インフラ構築に
資する要素技術

月極域における
高精度着陸技術

軌道上データセンター
構築技術

月面水資源探査技術

月測位システム技術

半永久電源システム

再生型燃料電池
システム

商業衛星
コンステレーション
構築加速化

高分解能・高頻度な
光学衛星観測システム

衛星量子暗号の
通信技術の開発・実証

高頻度打上げに
資するロケット製造
プロセスの刷新

宇宙輸送機の革新
的な軽量・高性能
化及びコスト低減

技術

射場における高頻度打上げに資
する汎用設備のあり方についての
フィージビリティスタディ

輸送
ロケット

衛星

通信 測位 観測 軌道上
サービス

地球低軌道、
ISS等

科学・探査

射場、
宇宙港等

地上設備等

分野共通・基盤技術

宇宙ソリューション

産学官連携

民間ロケット打上げ
実証加速化

ロケット飛行運用の
効率化・高機能化 宇宙輸送機の大

気圏突入における
熱防護技術

打上げシステムへ
の洋上活用技術

次世代衛星通信を
実現する革新的衛
星搭載アンテナの開

発・実証

衛星応用に向けた光・
量子センシング技術

デジタル技術を前提とし
た衛星開発・製造プロ
セスの刷新及び機能高
度化の技術開発・実証

衛星データ利
用システム実
装加速化

Q/V帯等通信機器の
開発・実証

衛星を取り巻くセキュリ
ティ技術（電波の妨
害・傍受対処技術）
の開発・実証

国際競争力と自立・自在性を有する
物資補給システムに係る技術

LEO利用促進技術

LEO拠点リブースト技術

物理AI等による宇宙
システムの革新技術

宇宙交通管理を見据えた
自律性確保に資する

事業化加速

宇宙実証機会の拡大に
資する衛星を活用した軌
道上実証の低コスト・高
頻度化技術の開発実証

月・地球間通信インフ
ラの実現に必要な地
上局の開発・実証

低軌道汎用実験
システム技術

月・小惑星等の宇宙資
源活用に向けた技術

SX技術シーズ統合・人材育成拠点

※円の大きさはテーマ全体のおおよその金額を表す。

SX基盤領域発展研究

革新的衛星ミッション技術
実証支援

衛星通信利活用を拡大する
ための汎用地上アンテナ及び
ユースケースの開発・実証
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